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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期

会計期間

自　平成18年
３月１日

至　平成18年
８月31日

自　平成19年
３月１日

至　平成19年
８月31日

自　平成20年
３月１日

至　平成20年
８月31日

自　平成18年
３月１日

至　平成19年
２月28日

自　平成19年
３月１日

至　平成20年
２月29日

売上高 (千円) 255,328 254,378 241,956 514,208 510,677

経常利益 (千円) 51,850 51,195 47,466 103,216 101,900

中間（当期）純利益

又は中間（当期）純

損失(△)

(千円) △214,383 5,578 26,864 △183,869 34,657

持分法を適用した場

合の投資利益
(千円) － － － － －

資本金 (千円) 300,000 300,000 300,000 300,000 300,000

発行済株式総数 (千株) 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000

純資産額 (千円) 701,025 706,699 732,216 731,569 735,326

総資産額 (千円) 1,330,144 1,305,991 1,308,889 1,342,130 1,319,834

１株当たり純資産額 （円） 116.98 117.95 122.22 122.08 122.74

１株当たり中間（当

期）純利益金額又は

１株当たり中間（当

期）純損失金額(△)

（円） △35.77 0.93 4.48 △30.68 5.78

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益金額

（円） － － － － －

１株当たり配当額 （円） － － － 5 5

自己資本比率 （％） 52.7 54.1 55.9 54.5 55.7

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 69,482 43,796 57,827 107,895 88,210

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △59,955 △356 △4,846 △62,161 △5,093

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 9,314 △40,826 △41,193 △4,301 △52,513

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高

(千円) 125,944 151,148 190,925 148,534 179,138

従業員数〔外、平均臨

時雇用者数〕
（人）

11

〔9〕

11

〔9〕

12

〔8〕

11

〔8〕

12

〔9〕

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については

記載していない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載していない。

　　　　４．第81期中に中間純損失及び第81期に当期純損失となったのは、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損

失の計上等による。

２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はない。
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３【関係会社の状況】

　当社は関係会社を有していないため、記載すべき事項はない。

４【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成20年８月31日現在

従業員数（人） 12［8］

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は当中間会計期間の平均人員を［　］外数で記載している。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当中間会計期間における我が国経済は、米国のサブプライムローン問題を背景とする信用不安や、世界的な原油価

格の高騰等の影響を受け、景気の回復は弱含みとの観測の中、設備投資にもかげりが見られるなど、非常に不透明な

状況下で推移した。

　この間にあって、当会社の関連する不動産業界は貸付建物の再貸付に苦慮しつつ、引き続き低迷している。また、倉

庫・運輸業界は貨物等の市況が厳しい中、運賃等は伸び悩み、原油価格の高騰の影響により一層厳しい環境となっ

た。

　このような厳しい環境のもと、当中間会計期間の売上高は241,956千円（前中間期比12,422千円　4.9%減）、経常利

益は47,466千円（前中間期比3,728千円　7.3%減）、中間純利益は26,864千円（前中間期比21,285千円　381.5%増）を

計上することになった。

　各部門の状況はつぎのとおりである。

（倉庫運輸部門）

　倉庫業務については、貸付倉庫等の営業収入は7,098千円（前中間期比68千円　1.0%減）となった。

　運輸業務については、輸送量の確保に一層の努力をしたが、営業収入は44,571千円（前中間期比32千円　0.1%減）と

なった。

　以上により倉庫運輸部門としての営業収入は51,669千円（前中間期比100千円　0.2%減）となった。

（不動産部門）

　不動産業務については、「大崎ビル」「ニュー大崎ビル」等の不動産賃貸及び管理を主に営業活動に努めた結果、

営業収入は162,658千円（前中間期比4,516千円　2.7%減）となった。

（その他の事業）

　火災保険等の損害代理業務の手数料収入は310千円（前中間期比58千円　23.2%増）となった。また、たばこ等の商

品販売の営業収入は27,317千円（前中間期比7,863千円　22.3%減）となった。

　この結果、その他の事業の営業収入は27,627千円（前中間期比7,805千円　22.0%減）となった。

(2）キャッシュ・フロー

　当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間期末に比べ39,776千円増加し、当

中間会計期間末には190,925千円となった。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間における営業活動による資金の増加は57,827千円（前中間期比14,031千円増）となった。これは主

に、税引前中間純利益及び減価償却費の計上によるものである。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間における投資活動による資金の減少は、4,846千円（前中間期比4,490千円増）となった。これは主

に、有形固定資産の取得によるものである。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当中間会計期間における財務活動による資金の減少は41,193千円（前中間期比367千円増）となった。これは主に、

配当金の支払及び長期借入の返済によるものである。
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２【販売の状況】

　当中間会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりである。

１．倉庫運輸部門

区分 金額（千円） 前中間期比（％）

貸庫業収入 7,098 △1.0

運賃収入 44,571 △0.1

合計 51,669 △0.2

２．不動産部門

区分 金額（千円） 前中間期比（％）

不動産販売 － －

不動産賃貸 108,756 △2.0

不動産管理 44,244 △1.4

駐車料収入 7,542 5.7

不動産仲介手数料 2,114 △49.1

合計 162,658 △2.7

３．その他

区分 金額（千円） 前中間期比（％）

損害保険代理業務 310 23.2

雑商品販売 27,317 △22.3

合計 27,627 △22.0

３【対処すべき課題】

　当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はない。

４【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において、経営上の重要な契約等はない。

５【研究開発活動】

　該当事項はない。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

２【設備の新設、除却等の計画】

　該当事項はない。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成20年８月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年11月26日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,000,000 6,000,000 ジャスダック証券取引所 －

計 6,000,000 6,000,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はない。

（３）【ライツプランの内容】

 該当事項はない。

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年3月1日～

平成20年8月31日　
－ 6,000 － 300,000 － 200

　

（５）【大株主の状況】

　 平成20年８月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

田中　光代 神奈川県足柄上郡松田町 3,161 52.68

田中　幸代 神奈川県足柄上郡松田町 1,340 22.34

仁木　卓 北海道札幌市北区 79 1.32

彦坂　昇一 東京都大田区 74 1.23

長谷川　際一 埼玉県さいたま市南区 64 1.07

真家　典良 東京都大田区 52 0.87

井上　陽氏 神奈川県鎌倉市 48 0.80

横浜倉庫株式会社 東京都港区海岸3-20-20 42 0.70

池本　治 広島県広島市西区 35 0.58

髙村　真也 東京都中央区 33 0.55

計 － 4,928 82.15
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      9,000 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式  5,966,000 5,966 －

単元未満株式 普通株式     25,000 －
1単元（1,000株）

未満の株式　

発行済株式総数 6,000,000 － －

総株主の議決権 － 5,966 －

　

②【自己株式等】

　 平成20年８月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

品川倉庫建物株式

会社
東京都品川区大崎3-6-17 9,000 － 9,000 0.15

計 － 9,000 － 9,000 0.15

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

最高（円） 270 255 270 259 222 211

最低（円） 235 235 250 210 222 210

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものによっている。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。

なお、前中間会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（平成20年３月１日から平成20年８月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成し

ている。 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間会計期間（平成19年３月１日から平成19年８月

31日まで）及び当中間会計期間（平成20年３月１日から平成20年８月31日まで）の中間財務諸表について、監査法人

大手門会計事務所により中間監査を受けている。

３．中間連結財務諸表について

　当社は、子会社がないので中間連結財務諸表を作成していない。
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１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

　 　
前中間会計期間末
（平成19年８月31日）

当中間会計期間末
（平成20年８月31日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　          

Ⅰ　流動資産 　          

１　現金及び預金 　 168,048   207,825   196,038   

２　売掛金 　 16,687   13,617   15,899   

３　たな卸資産 　 17,338   16,028   17,597   

４　繰延税金資産 　 3,628   3,634   3,520   

５　その他 　　　 13,957   6,295   12,926   

６　貸倒引当金 　 △310   △211   △339   

流動資産合計 　  219,350 16.8  247,190 18.9  245,642 18.6

Ⅱ　固定資産 　          

１　有形固定資産
※１、
２

         

(1）建物 　 220,744   214,201   216,778   

(2）建物附属設備 　 78,153   70,057   74,828   

(3）土地 　 615,788   615,788   615,788   

(4）その他 　 54,522   42,391   47,882   

計 　  969,208   942,439   955,278  

２　無形固定資産 　  84,282   84,282   84,282  

３　投資その他の資産 　          

(1）繰延税金資産 　 6,421   6,391   5,896   

(2）その他 　 26,752   28,642   28,758   

(3) 貸倒引当金 　 △23   △56   △23   

計 　  33,150   34,977   34,631  

固定資産合計 　  1,086,641 83.2  1,061,699 81.1  1,074,191 81.4

資産合計 　  1,305,991 100.0  1,308,889 100.0  1,319,834 100.0

　 　          

（負債の部） 　          

Ⅰ　流動負債 　          

１　短期借入金 ※２ 22,476   72,476   22,476   

２　未払法人税等 　 24,405   22,279   22,039   

３　賞与引当金 　 4,327   4,723   4,485   

４　その他 ※３ 37,380   37,488   37,846   

流動負債合計 　  88,588 6.8  136,967 10.5  86,846 6.6

Ⅱ　固定負債 　          

１　長期借入金 ※２ 161,522   89,046   150,284   

２　退職給付引当金 　 14,561   16,071   14,870   

３　役員退職慰労引当
金

　 59,035   62,618   60,748   

４　長期預り保証金 　 275,584   271,968   271,758   

固定負債合計 　  510,703 39.1  439,705 33.6  497,661 37.7

負債合計 　  599,292 45.9  576,672 44.1  584,508 44.3
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前中間会計期間末
（平成19年８月31日）

当中間会計期間末
（平成20年８月31日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部） 　          

Ⅰ　株主資本 　          

  １　資本金 　  300,000 23.0  300,000 22.9  300,000 22.7

　２　資本剰余金 　          

(１)　資本準備金 　 200   200   200   

資本剰余金合計 　  200 0.0  200 0.0  200 0.0

　３　利益剰余金 　          

(１)　利益準備金 　 74,800   74,800   74,800   

(２)　その他利益剰　　余
金

　          

 　　別途積立金 　 201,000   201,000   201,000   

 　　繰越利益剰余金 　 132,830   158,821   161,909   

利益剰余金合計 　  408,630 31.3  434,621 33.2  437,709 33.2

　４　自己株式 　  △2,363 △0.2  △2,661 △0.2  △2,661 △0.2

　　株主資本合計 　  706,467 54.1  732,159 55.9  735,248 55.7

Ⅱ　評価・換算差額等 　          

　１　その他有価証券評価
差額金

　  232 0.0  56 0.0  78 0.0

評価・換算差額等合
計

　  232 0.0  56 0.0  78 0.0

純資産合計 　  706,699 54.1  732,216 55.9  735,326 55.7

負債純資産合計 　  1,305,991 100.0  1,308,889 100.0  1,319,834 100.0
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②【中間損益計算書】

　 　
前中間会計期間

（自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  254,378 100.0  241,956 100.0  510,677 100.0

Ⅱ　売上原価 　  145,421 57.2  136,529 56.4  299,099 58.6

売上総利益 　  108,957 42.8  105,426 43.6  211,578 41.4

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

　  57,883 22.7  57,280 23.7  109,646 21.4

営業利益 　  51,073 20.1  48,146 19.9  101,931 20.0

Ⅳ　営業外収益 ※１  1,671 0.6  874 0.3  3,097 0.6

Ⅴ　営業外費用 ※２  1,549 0.6  1,554 0.6  3,128 0.6

経常利益 　  51,195 20.1  47,466 19.6  101,900 20.0

Ⅵ　特別利益 　  － －  95 0.0  － －

税引前中間（当
期）純利益

　  51,195 20.1  47,562 19.6  101,900 20.0

法人税、住民税及
び事業税

　 23,990   21,291   44,880   

法人税等調整額 　 21,626 45,616 17.9 △594 20,697 8.5 22,362 67,242 13.2

中間（当期）
純利益 

　  5,578 2.2  26,864 11.1  34,657 6.8
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年２月28日　残高

（千円）
300,000 200 200 74,800 201,000 157,212 433,012 △2,178 731,033

中間会計期間中の変動額          

剰余金の配当 － － － － － △29,960 △29,960 － △29,960

中間純利益 － － － － － 5,578 5,578 － 5,578

自己株式の取得 － － － － － － － △184 △184

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
－ － － － － － － － －

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
－ － － － － △24,381 △24,381 △184 △24,565

平成19年８月31日　残高

（千円）
300,000 200 200 74,800 201,000 132,830 408,630 △2,363 706,467

 
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年２月28日　残高

（千円）
536 536 731,569

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当 － － △29,960

中間純利益 － － 5,578

自己株式の取得 － － △184

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
△304 △304 △304

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
△304 △304 △24,870

平成19年８月31日　残高

（千円）
232 232 706,699

当中間会計期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成20年２月29日　残高

（千円）
300,000 200 200 74,800 201,000 161,909 437,709 △2,661 735,248

中間会計期間中の変動額          

剰余金の配当 － － － － － △29,952 △29,952 － △29,952

中間純利益 － － － － － 26,864 26,864 － 26,864

自己株式の取得 － － － － － － － － －

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
－ － － － － － － － －

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
－ － － － － △3,088 △3,088 － △3,088

平成20年８月31日　残高

（千円）
300,000 200 200 74,800 201,000 158,821 434,621 △2,661 732,159
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評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成20年２月29日　残高

（千円）
78 78 735,326

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当 － － △29,952

中間純利益 － － 26,864

自己株式の取得 － － －

株主資本以外の項目の中間会

計期間中の変動額（純額）
△21 △21 △21

中間会計期間中の変動額合計

（千円）
△21 △21 △3,109

平成20年８月31日　残高

（千円）
56 56 732,216

前事業年度の株主資本等変動計算書（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
資本剰余
金合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余
金合計

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年２月28日　残高

（千円）
300,000 200 200 74,800 201,000 157,212 433,012 △2,178 731,033

事業年度中の変動額          

剰余金の配当 － － － － － △29,960 △29,960 － △29,960

当期純利益 － － － － － 34,657 34,657 － 34,657

自己株式の取得 － － － － － － － △482 △482

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
－ － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計

（千円）
－ － － － － 4,697 4,697 △482 4,215

平成20年２月29日　残高

（千円）
300,000 200 200 74,800 201,000 161,909 437,709 △2,261 735,248

 
評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年２月28日　残高

（千円）
536 536 731,569

事業年度中の変動額    

剰余金の配当 － － △29,960

当期純利益 － － 34,657

自己株式の取得 － － △482

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額）
△458 △458 △458

事業年度中の変動額合計

（千円）
△458 △458 3,756

平成20年２月29日　残高

（千円）
78 78 735,326
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

　 　
前中間会計期間

（自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

　    

税引前中間（当期）
純利益

　 51,195 47,562 101,900

減価償却費 　 18,369 17,765 37,117

退職給付引当金の増
減額（減少：△）

　 1,412 1,201 1,721

役員退職慰労引当金
の増減額（減少：
△）

　 2,080 1,870 3,793

貸倒引当金の増減額
（減少：△）

　 288 △95 316

賞与引当金の増減額
（減少：△）

　 38 238 197

受取利息及び受取配
当金

　 △138 △169 △168

支払利息 　 1,540 1,459 3,056

売上債権の増減額
（増加：△）

　 1,043 2,281 1,831

たな卸資産の増減額
（増加：△）

　 302 1,569 42

未払消費税の増減額
（減少：△）

　 △372 △2,460 1,014

前受金の増減額（減
少：△）

　 △136 △55 239

長期預り保証金の増
減額（減少：△）

　 △4,721 209 △8,547

その他 　 709 8,792 △1,748

小計 　 71,610 80,167 140,767

利息及び配当金の受
取額

　 138 169 168

利息の支払額 　 △1,540 △1,459 △3,056

法人税等の支払額 　 △26,411 △21,051 △49,668

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

　 43,796 57,827 88,210
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前中間会計期間

（自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

　    

定期預金の預入によ
る支出

　 △15,600 △15,600 △31,200

定期預金の払戻によ
る収入

　 15,600 15,600 31,200

有形固定資産の取得
による支出

　 △420 △4,926 △5,237

その他 　 63 80 143

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △356 △4,846 △5,093

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

　    

長期借入金の返済に
よる支出

　 △11,238 △11,238 △22,476

自己株式の取得によ
る支出

　 △184 － △482

配当金の支払額 　 △29,403 △29,955 △29,554

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

　 △40,826 △41,193 △52,513

Ⅳ　現金及び現金同等物に
係る換算差額

　 － － －

Ⅴ　現金及び現金同等物の
増減額(減少:△) 　 2,614 11,787 30,603

Ⅵ　現金及び現金同等物の
期首残高

　 148,534 179,138 148,534

Ⅶ　現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

　 151,148 190,925 179,138
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　
前中間会計期間

（自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1）有価証券

その他有価証券

　　　時価のあるもの

・・・中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移動

平均法により算定し

ている。）

(1）有価証券

その他有価証券

　　　時価のあるもの

　 　同左

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

・・・決算日の市場価格等

に基づく時価法（評

価差額は全部純資産

直入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定してい

る。）

　 時価のないもの

・・・移動平均法による原

価法

 　　 時価のないもの　

 　　 同左

時価のないもの

・・・移動平均法による原

価法

　 (2）たな卸資産

販売用不動産　個別法による原

価法

(2）たな卸資産

販売用不動産　同左

(2）たな卸資産

販売用不動産　同左

　 商品　　　　　先入先出法による原

価法

商品　　　　　同左 商品　　　　　同左

２．固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

　定率法によっている。

　ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物については、定額法に

よっている。

　なお、主な耐用年数は以下のとお

りである。

建物　　　　４～47年

(会計方針の変更）

法人税法の改正((所得税法等の一

部を改正する法律　平成19年３月30

日　法律第６号)及び(法人税法施行

令の一部を改正する政令　平成19年

３月30日　政令第83号))に伴い、平

成19年４月１日以降に取得したも

のについては、改正後の法人税法に

基づく方法に変更している。

なお、この変更による損益に与える

影響は軽微である。

　

──────

有形固定資産

　定率法によっている。

　ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物については、定額法に

よっている。

　なお、主な耐用年数は以下のとお

りである。

建物　　　　４～47年

 

──────　

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(追加情報）

　平成19年度の法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以前に取得し

た資産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適用

により取得価額の５％に到達した

事業年度の翌事業年度より取得価

額の５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上している。

　これにより営業利益、経常利益、税

引前中間純利益がそれぞれ　　1,798

千円減少している。

有形固定資産

　定率法によっている。

　ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物については、定額法に

よっている。

　なお、主な耐用年数は以下のとお

りである。

建物　　　　４～47年

(会計方針の変更）

法人税法の改正((所得税法等の一

部を改正する法律　平成19年３月30

日　法律第６号)及び(法人税法施行

令の一部を改正する政令　平成19年

３月30日　政令第83号))に伴い、平

成19年４月１日以降に取得したも

のについては、改正後の法人税法に

基づく方法に変更している。

なお、この変更による損益に与える

影響は軽微である。

　

──────
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前中間会計期間

（自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失

に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上している。

(1）貸倒引当金

同左

(1）貸倒引当金

同左

　 (2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額に

基づき計上している。

(2）賞与引当金

同左

(2）賞与引当金

同左

　 (3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務に基づき、当中間会計期間

末において発生していると認め

られる額を計上している。

　なお、会計基準変更時差異につ

いては、10年による均等額を費用

処理している。

(3）退職給付引当金

　　　　　  同左

　

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

に基づき計上している。

　なお、会計基準変更時差異につ

いては、10年による均等額を費用

処理している。

　 (4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期末要

支給額を計上している。

　

(4）役員退職慰労引当金

同左

(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上している。

　

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっている。

同左 同左

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲

　中間キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっている。

同左 　キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ月以

内に償還期限の到来する短期投資

からなっている。

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

　 　 　

消費税等の会計処理 　税抜方式によっている。 同左 同左
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

項目
前中間会計期間末
（平成19年８月31日）

当中間会計期間末
（平成20年８月31日）

前事業年度末
（平成20年２月29日）

　 （千円） （千円） （千円）

※１．有形固定資産の減価償却累

計額
909,174 945,688 927,922

※２．担保資産 　 　 　

土地 251,668 251,668 251,668

建物 99,903 95,125 97,459

合計 351,571 346,794 349,128

（上記は下記の担保に供し

ている）

　 　 　

短期借入金 22,476 72,476 22,476

長期借入金 161,522 89,046 150,284

合計 183,998 161,522 172,760

※３．消費税等の取扱い 　このうちには、仮払消費

税等を相殺消去後の仮受

消費税等が含まれてい

る。

　同左 ──────

（中間損益計算書関係）

項目
前中間会計期間

（自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

※１．営業外収益のうち主要項目 （千円） （千円） （千円）

受取利息 14 46 44

※２．営業外費用のうち主要項目 　 　 　

支払利息 1,540 1,459 3,056

３．減価償却実施額 　 　 　

有形固定資産 18,369 17,765 37,117
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（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成19年３月１日　至　平成19年８月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

　　 普通株式 6,000,000 － － 6,000,000

合計 6,000,000 － － 6,000,000

 自己株式     

 　　普通株式　（注） 7,915 500 － 8,415

合計 7,915 500 － 8,415

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加である。

 ２．配当に関する事項

 　　　配当金支払額

　（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

 平成19年５月24日

　 定時株主総会
 普通株式 29,960 5  平成19年２月28日  平成19年５月25日

　

当中間会計期間（自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当中間会計期間増
加株式数（株）

当中間会計期間減
少株式数（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

　　 普通株式 6,000,000 － － 6,000,000

合計 6,000,000 － － 6,000,000

 自己株式     

 　　普通株式　（注） 9,415 － － 9,415

合計 9,415 － － 9,415

　

 ２．配当に関する事項

 　　　配当金支払額

　（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

 平成20年５月22日

　 定時株主総会
 普通株式 29,952 5  平成20年２月29日  平成20年５月23日

　

前事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

　　 普通株式 6,000,000 － － 6,000,000

合計 6,000,000 － － 6,000,000

 自己株式     
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前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

 　　普通株式　（注） 7,915 1,500 － 9,415

合計 7,915 1,500 － 9,415

　（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加である。

 ２．配当に関する事項

 （１）　配当金支払額

　（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

 平成19年５月24日

　 定時株主総会
 普通株式 29,960 5  平成19年２月28日  平成19年５月25日

 （２）　基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成20年5月22日

定時株主総会
普通株式 29,952  利益剰余金 5 平成20年2月29日 平成20年5月23日

　

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

項目
前中間会計期間

（自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日）

当中間会計期間
（自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日）

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

　現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高と中間貸借対照表

（貸借対照表）に掲記されている

科目の金額との関係

　 　 　

　 (平成19年８月31日現在) (平成20年８月31日現在) (平成20年２月29日現在)

　 (千円) (千円) (千円)

現金及び預金勘定

預入期間が３カ月を超える定期

預金

現金及び現金同等物

168,048

△16,900

151,148

207,825

△16,900

190,925

196,038

△16,900

179,138

（リース取引関係）

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても該当事項はない。
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（有価証券関係）

前中間会計期間末（平成19年８月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　 取得原価 中間貸借対照表計上額 差額

株式 1,056千円 1,443千円 386千円

計 　　1,056千円 1,443千円 386千円

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額

その他有価証券 　

非上場株式 1,000千円

当中間会計期間末（平成20年８月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　 取得原価 中間貸借対照表計上額 差額

株式 1,056千円 1,150千円 94千円

計 1,056千円 1,150千円 94千円

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額

その他有価証券 　

非上場株式 1,000千円

前事業年度末（平成20年２月29日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

　 取得原価 貸借対照表計上額 差額

株式 1,056千円 1,186千円 130千円

計 1,056千円 1,186千円 130千円

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額

その他有価証券 　

非上場株式 1,000千円

　前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはない。

（デリバティブ取引関係）

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても該当事項はない。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

１株当たり純資産額    117円95銭 １株当たり純資産額    122円22銭 １株当たり純資産額    122円74銭

１株当たり中間純利益金額-円93銭 １株当たり中間純利益金額4円48銭 １株当たり当期純利益金額5円78銭

   

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載していない。

２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、つぎのとおりである。

項目
前中間会計期間

(自　平成19年３月１日
至　平成19年８月31日)

当中間会計期間
(自　平成20年３月１日
至　平成20年８月31日)

前事業年度
(自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日)

中間（当期）純利益（千円） 5,578 26,864 34,657

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間（当期）純利益（千

円） 
5,578 26,864 34,657

普通株式の期中平均株式数（株） 5,992,251 5,990,585 5,991,377

（２）【その他】

　該当事項はない。
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第６【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。

有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第82期）（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）平成20年５月23日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項なし。
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独立監査人の中間監査報告書

　 　 平成１９年１１月２２日

品川倉庫建物株式会社 　 　

　 取締役会 御中 　

　 監査法人大手門会計事務所

　

指定社員

業務執行

社員

　 公認会計士 池　上　　健　志　　印

　

指定社員

業務執行

社員

　 公認会計士 才　川　　久　男　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる品川倉庫建物株式会社の平成１９年３月１日から平成２０年２月２９日までの第８２期事業年度の中間会計期間（平

成１９年３月１日から平成１９年８月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間

株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

品川倉庫建物株式会社の平成１９年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１９年３

月１日から平成１９年８月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　 　 平成２０年１１月２０日

品川倉庫建物株式会社 　 　

　 取締役会 御中 　

　 監査法人大手門会計事務所

　

指定社員

業務執行

社員

　 公認会計士 池　上　　健　志　　印

　

指定社員

業務執行

社員

　 公認会計士 才　川　　久　男　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる品川倉庫建物株式会社の平成２０年３月１日から平成２１年２月２８日までの第８３期事業年度の中間会計期間（平

成２０年３月１日から平成２０年８月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間

株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

品川倉庫建物株式会社の平成２０年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成２０年３

月１日から平成２０年８月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管しております。
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